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要旨：収縮に起因するひび割れはコンクリート構造物の初期欠陥となるため，これまで

目地等の設計上の配慮，使用材料，施工方法等によって，その抑制対策が講じられてき

た。本研究では，乾燥収縮が顕著となる建築物を対象に，膨張材と各種セメントを組合

わせた場合のひび割れ抵抗性について検討した。そして，建築物に適用するにあたり，

ひび割れ抵抗性に最も優れた膨張コンクリートの仕様について考察を加えた。 
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 １． はじめに 
 コンクリート構造物のライフサイクルを考え

ていく上で，構造物の初期状態を把握すること

は重要である。初期欠陥とされるひび割れの発

生は，コンクリート構造物の劣化進行の促進に

繋がるため，初期ひび割れ発生は極力回避する

ことが好ましい。特に，建築物においては一度

ひび割れが発生することによって，美観的もし

くは耐久的にもそれが持つ本来の性能を損なう

ことになる。そのような住宅の品質確保を主な

目的として，近年，住宅品質確保促進法が施行

され，以前にも増して新築住宅の瑕疵（契約で

約束された性質・品質を満たさない状態）に対

する責任が問われるようになった。したがって，

同種構造物の施工にあたっては欠陥となりえる

ひび割れ等を防止する対策が講じられてきてい

る。建築物に発生するひび割れは主に乾燥収縮

に起因するものであり，そのような収縮補償に

関しては，膨張材を使用することが有効と考え

られる。その収縮補償は初期材齢に導入される

膨張によるものであり，土木学会発行の膨張コ

ンクリート設計施工指針においては材齢 7 日に

おける膨張率が 150～250×10-6 の範囲と定め

られている 1)。また，建築学会の指針では，膨

張材を使用したコンクリートの調合設計に関し

ては，要求性能を満足するように事前の確認試

験が必須とされている 2)。 
 本研究では乾燥収縮によるひび割れが卓越す

る建築物を対象に，ひび割れ低減を目的とした

コンクリートの仕様について使用セメント，単

位膨張材量の面から検討を加えた。 
 
２． 試験概要 
本試験では，初期における B 法膨張率を測定

するばかりでなく，建築物を対象とした一軸拘

束試験体を作製し，そこに発生する収縮を拘束

することによって応力，ひび割れの発生状況を

観察した。使用したコンクリートはセメントの

種類，単位膨張材量を変えることによって，ひ

び割れ低減効果に最も適した仕様を検討した。 
2.1 使用材料および調合条件 

本試験で使用した材料は表－１に示す通り

である。コンクリート調合の一例は表－２に示

す通りであり，単位膨張材量が変化する場合に

は，セメントと膨張材の単位量の和が一定とな

るように単位セメント量を変化させた。今回の

単位膨張材量の範囲は 10～30kg/m3 であるが，

一部の試験では，比較対象として膨張材無混和

も含まれるている。なお，練上がり後の性状は，

スランプ 21±1.5cm，空気量 4.5±0.5％となる
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図－１ 一軸拘束試験体詳細図 

ように高性能 AE 減水剤，空気量調整剤により

調整した。 
 

表－１ 使用材料 
種別 産地，銘柄および成分 
ｾﾒﾝﾄ NC:普通ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ(密度 3.15g/cm3) 

HC:早強ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ(密度 3.13g/cm3) 
LC:低熱ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ(密度 3.24g/cm3) 
MC:中庸熱ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ(密度 3.21g/cm3) 
BB:高炉ｾﾒﾝﾄ B 種(密度 3.04g/cm3) 

膨張材 Ex:ｴﾄﾘﾝｶﾞｲﾄ-石灰複合系(密度 3.10g/cm3) 
細骨材 S1:茨城県波崎産陸砂(密度 2.60g/cm3) 

S2:栃木県葛生産砕砂(密度 2.70g/cm3) 
粗骨材 G:茨城県笠間産砕石(密度 2.65g/cm3) 
混和剤 高性能 AE 減水剤(ﾎﾟﾘｶﾙﾎﾞﾝ酸系) 

空気量調整剤(陰ｲｵﾝ界面活性剤系) 
 
 

表－２ コンクリート調合の一例 

単位量（kg/m3） ｾﾒﾝﾄ 
種類 

W/B 
(％) W S Ex S1 S2 G 

NC 
40 
45 
50 

393 
347 
310 

557 
583 
605 

248 
260 
269 

935 

HC 
40 
45 
50 

393 
347 
310 

555 
582 
604 

247 
259 
269 

935 

LC 
40 
45 
50 

393 
347 
310 

563 
589 
610 

251 
262 
271 

935 

MC 
40 
45 
50 

393 
347 
310 

561 
587 
608 

250 
261 
271 

935 

BB 
40 
45 
50 

165 

393 
347 
310 

20 

549 
576 
598 

244 
256 
266 

935 

 

2.2 試験項目 

(1)膨張率試験 

膨張率の測定は JIS A 6202 付属書 2 の B 法

に従った(B 法膨張率と表記)｡これは全てのコ

ンクリートで実施し，膨張特性を確認した。 
(2)強度試験 

過度な膨張を与えた場合，コンクリート強度

の低下が考えられるため，全てのコンクリート

について圧縮強度試験（供試体寸法φ10×
20cm）を実施し，強度低下の有無を確認した。

また，応力，ひび割れを観察する一軸拘束試験

体での耐力を把握するため割裂引張強度（供試

体寸法φ15×15cm）を測定した。これら供試

体は，コンクリート打設後 3 日間は 20℃の恒温

室に置かれた鋼製型枠内で封緘養生を行い，そ

の後，圧縮強度試験用の供試体は標準養生，割

裂引張強度試験用は室温 20℃，湿度 60％の恒

温室内で気乾養生とした。 
(3)ひび割れ抵抗性評価試験 

この試験は，前述した一軸拘束試験体による

応力，ひび割れを観察するためのものである。

本試験は日本コンクリート工学協会の自己収縮

研究委員会報告書に記載されている自己収縮応

力測定方法 3)に類似している。上記測定方法と

異なる点は，乾燥収縮ひずみによって発生する

応力，ひび割れを確認するため，型枠（厚さ

11mm の木製合板使用）存置期間を 1 日とした

後，材齢 3 日まではポリエステルフィルムによ

って封緘状態とし，その後ポリエステルフィル

ムを除去し，室温 20℃，湿度 60％の恒温室内

に静置した。試験体の詳細は図－１に示す通り

であり，鉄筋による拘束率は 0.35 ～ 0.4
（np/(1+np)，n:ヤング係数比，p:鉄筋比）である。
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図－２　セメント種類によるＢ法膨張率の比較
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この数値は建築物の壁体中央の拘束率に近い値

であり 4),5)，乾燥収縮によるひび割れ抵抗性を

評価する上で妥当と考えた。本試験の測定結果

は試験体 2 本の平均値とした。なお，この試験

は水結合材比 45％，単位膨張材量 0，20kg/m3

のコンクリートを中心に実施した。ただし，ひ

び割れ抵抗性が良好であった LC のケースにつ

いては水結合材比 40，50％で単位膨張材量 15，
20kg/m3，水結合材比 45％で単位膨張材量 10，
15，24kg/m3 とした場合でも実施し，ひび割れ

抵抗性に有効な調合について検討した。 
 

３． 試験結果 
3.1 膨張特性 

図－２は，単位膨張材量 20kg/m3 の場合の材

齢 7日における B 法膨張率をセメント毎に比較

したものである。図－２から，B 法膨張率の大

小を比べると，何れの水結合材比においても

LC の場合が最も大きくなった。これは，LC の

初期強度発現が緩やかで大きな膨張発現が得ら

れたためと考えられる。次に，水結合材比 45％
時の単位膨張材量と材齢 7日の B 法膨張率の関

係を図－３に示す。単位膨張材量に応じた B 法

膨張率の変化は，NC，HC，BB はほぼ同等で

あり，それに対して MC が若干大きくなる。LC
はそれらに対して単位膨張材量に応じてB法膨
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図－３　単位膨張材量とＢ法膨張率の関係

材
齢

7
日

の
Ｂ

法
膨

張
率

（
×

1
0-

6 ）

単位膨張材量（kg/m3）

100 200 300 400 500 600 700 800 900
10
15
20
25
30
35
40
45
50
55
60

25
20

20

25

25
20

302520

2524

23222015

15 22 23

2425

20

3025
20

2520
25

20

25

20

W/(C+Ex)=45%
記号の中の数値は単位膨張材量

 7日　  28日
    NC
    HC
    LC
    MC
    BB

図－４　Ｂ法膨張率と圧縮強度の関係
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張率が最も大きく変化する。  
次に，材齢 7 日の B 法膨張率と圧縮強度の関

係を図－４に示す。指針 1)では材齢 7 日の膨張

率を管理の対象としているため、ここでは，何

れの圧縮強度の材齢についても材齢 7日の B 法

膨張率との関係を示した。図－４から，NC，

HC，MC，BB を使用したケースに関しては，

今回の単位膨張材量の範囲においては，特に大

きな強度低下は認められない。ただし，LC を

使用したケースでは，材齢 7 日における B 法膨

張率が 700×10-6 を超えるあたりから強度低下

が認められる。この強度低下は，材齢 7 日の時
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図－５　ひび割れ抵抗性評価試験結果
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点に比べて材齢 28 日の方が顕著となっている。

膨張コンクリートの設計施工指針 1)では，収縮

補償を目的とした場合，標準養生における材齢

7日の膨張率の範囲を 150～250×10-6と規定し

ているが，強度低下等の弊害を回避した上での

収縮補償を目的とするのであれば，図－４に示

した強度低下が生じないB法膨張率の範囲を有

効に活用することによって，ひび割れに対する

抵抗性を更に高めることができると考えられる。 
3.2 ひび割れ抵抗性評価 

水結合材比 45％，単位膨張材量 0，20kg/m3

とした場合のひび割れ抵抗性評価試験結果を

図－５，図－６に示す（▽印はひび割れの発生

を示す）。図－６中には，試験体に発生する応

力と別途供試体で測定した割裂引張強度の結果

を基に求めた近似曲線を示した。 
 図－５から，膨張材を使用しない場合，全て

のケースにおいて材齢 40 日以内で付着開放領

域にひび割れの発生が確認された。そのほとん

どがひび割れ幅 0.5mm 程度の貫通ひび割れで

あった。次に，単位膨張材量を 20kg/m3 とした

場合，膨張材を使用しなかった時のような貫通

ひび割れはほとんど発生しなかったものの，LC
のケースを除いて微細なひび割れが多数発生し

ているのが確認された（ひび割れ発生状況は図
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図－６　ひび割れ抵抗性評価試験結果
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使用ｾﾒﾝﾄ：NC 
ひび割れ発生材齢：39 日 

使用ｾﾒﾝﾄ：HC 
ひび割れ発生材齢：52 日 

使用ｾﾒﾝﾄ：MC 
ひび割れ発生材齢：38 日 

使用ｾﾒﾝﾄ：BB 
ひび割れ発生材齢：10 日 

図－７ ひび割れ発生状況 

100 

700

図中の数値はひび割れ幅，試験体寸法を示す[mm]。 

－７を参照）。引張応力が緩やかに減少してい

く点が微細なひび割れの発生を示しているが，

何れも引張応力が引張強度に達する前にひび割
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れが発生している。特に，HC のケースは，応

力と引張強度に3N/mm2程度の開きがあるにも

関わらず，微細なひび割れが発生している。こ

のような微細なひび割れは，中性化等の影響を

受けやすくなる要因になり得るため，長期耐久

性確保の面から，回避することが望ましい。一

方，LC のケースは，試験開始より 150 日が経

過した段階でも微細なものも含めてひび割れの

発生はなく，同一水結合材比，単位膨張材量で

比較した場合，他のセメントを使用したケース

より乾燥収縮によるひび割れ抵抗性が優れてい

ると判断できる。 
 次に，前記の条件でひび割れの発生がなかっ

た LC 使用ケースについて，単位膨張材量を変

化させひび割れ抵抗性評価試験を実施した。そ

の際の単位膨張材量は 10，15，20，24kg/m3

とした 4 ケースである。これら試験結果を図－

８に示す。 
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図－８　ひび割れ抵抗性評価試験結果
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 単位膨張材量を 10，15kg/m3 としたケースで

は，ひび割れの発生が確認された。図中に示し

た破線は引張強度を示しており，何れのケース

もほぼ同等であったため，繁雑さを避けるため

に平均値で表示した。LC を使用した場合には，

引張応力がほぼ引張強度に達した時にひび割れ

が発生した。図－６より，他のセメントを使用

した場合には，応力が引張強度に達する以前に

微細なひび割れが発生したのに対して，LC の

ケースでは引張強度に達するまでひび割れが発

生しないといった特徴的な結果となった。 
 図－８からひび割れ発生有無について最大

圧縮応力や引張応力増加区間の変化の様子を比

較すると，本試験においての最大圧縮応力が

0.6N/mm2 以下では引張応力増加の傾きも大き

く引張応力が卓越するのに対して，1.0N/mm2

程度かそれ以上の圧縮応力が導入された場合に

は引張応力増加の傾きは小さく，試験開始から

150 日以上経過しても引張強度に達していない

ことが分かった。 
 ここで，LC を使用ケースについて本試験に

おける最大圧縮応力と材齢 7 日の B法膨張率と

の関係を図－９に示す。図中には，水結合材比

40，50％とし単位膨張材量 15，20kg/m3 とし

た試験結果も合わせて示した。これらは試験開

始 150日まで何れもひび割れは発生しなかった。 
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図－９　Ｂ法膨張率と最大圧縮応力の関係
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 図－９では，ひび割れの有無によって，記号

を区別させた。これによると，ひび割れ抵抗性

評価試験においてひび割れが発生しないために

は，材齢 7 日における B 法膨張率が 150×10-6

以上必要であることが分かる。つまり，ひび割

れ抵抗性について，B 法膨張率で管理する場合
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 強度低下無かつ
        膨張率範囲を満足

 強度低下有または
        膨張率範囲を逸脱

図－１０　単位膨張材量の最適範囲

単
位

膨
張

材
量

（
kg

/
m

3 ）

水結合材比（％）

には，前記数値以上を確保する必要がある。こ

の数値は膨張コンクリート設計施工指針 1)に示

されている収縮補償を目的とした膨張率範囲の

下限値に相当する。なお，上限値については，

図－４に示した強度低下が生じない範囲に着

目すると，700×10-6 以下が妥当であると考え

られる。この上限値に関しては指針 1)に示され

る膨張率範囲を大きく逸脱している。よって，

この上限値に相当するコンクリートを用いて，

厚さ 20cm の壁部材の一部を模擬した供試体を

作製し（幅，高さは 80cm，型枠は木製合板を

使用し材齢 3 日で脱型），コア強度を確認する

ことによって，強度低下の有無について確認し

た。ただし，無拘束状態でのコア強度を確認す

るため，模擬供試体の内部には鉄筋等は配置し

ていない。その結果，図－４中の材齢 28 日の

圧縮強度 37N/mm2 に対して，同一材齢のコア

強度は 35.3N/mm2 であり，無拘束の状態であ

っても強度低下はほとんどないことが判明した。 
 したがって，これまでの LC を用いた試験結

果より，強度低下がなく，乾燥収縮によるひび

割れ抵抗性を有するためには，材齢 7 日の B 法

膨張率を 150～700×10-6 の範囲とすることが

望ましいと考えられる。この条件を満足する各

水結合材における単位膨張材量は図－１０に

示す通りである。図－１０から，各水結合材比

（W/B）に対する単位膨張材量（E）の設定値

は式(2)を満たすことが望ましいと考えられる。 
40－0.5(W/B)≦E≦50-0.6(W/B)   (2) 

 
４．まとめ 

(1) セメント種類を変えて，同一水結合材比，

単位膨張材量で B 法膨張率を比較した場合，

低熱ポルトランドセメントを用いた場合に

最もその数値が大きくなった。 
(2) 低熱ポルトランドセメントを用いた場合，

材齢 7 日の B 法膨張率が 700×10-6 以上に

なると強度低下が生じた。 
(3) 材齢 7 日の B 法膨張率を 150×10-6 以上と

した場合，乾燥収縮によるひび割れ抵抗性

が良好であった。 
(4) 乾燥収縮が顕著となる建築物においては，

低熱ポルトランドセメントを使用し，材齢 7
日のB法膨張率を 150～700×10-6とするこ

とが望ましいと思われる。 
(5) 前記膨張率範囲を満足するためには各水結

合材比（W/B）に対して単位膨張材量（E）

を 40-0.5(W/B)≦E≦50-0.6(W/B)とする必

要がある。 
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